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１.上下水道部の組織

総 務 課 ：水道事業および下水道事業の経営・企画

工事契約、予算編成

営 業 課 ：水道料金・下水道使用料の収納

給水装置・排水設備工事の審査

工 務 課 ：水道事業の工事設計・施工管理

下水道事業の工事設計・施工管理

上水道施設課：水道施設の維持管理

下水道施設課：下水道施設の維持管理
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水道事業の役割（水道法第一条）

水道の基盤を強化することによつて、清浄にして豊富低廉な水の
供給を図り、もつて公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与する
ことを目的とする。

①水道法の規定

②水道の役割

清浄な水の供給

豊富な水の供給

低廉な水の供給

公衆衛生の向上と
生活環境の改善
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水道の種類（水道法第三条）

一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業（給水人口100人以下で
あるものは除く。）経営は原則として市町村が行う。

①上水道事業

水道事業者に対して水道水を供給する事業。

②水道用水供給事業

給水人口5,000人以下である水道により、水を供給する事業。

③簡易水道事業

寄宿舎、社宅、療養所、養老施設等における自家用の水道その他水道事業の
用に供する水道以外の水道であって、給水人口が100人を超えるもの、又は
一日に給水することができる水量が２０立方メートルを超えるもの。

④専用水道

弘前市が事業を実施
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弘前市の水道事業の沿革

昭和 ７年 水道事業の認可取得

昭和 ９年 岩木川河川敷の深井戸を水源とし給水開始

昭和３５年 樋の口浄水場建設着手

昭和６３年 津軽広域水道企業団から受水開始

平成１８年 市町村合併（旧弘前市、旧岩木町、旧相馬村）

平成２８年 簡易水道事業（5地区）、小規模水道事業（1地区）

を上水道事業へ統合

平成２９年 津軽ダム完成により岩木川から安定した水道用水

の取水が可能となる。

令和 ２年 新樋の口浄水場等建設事業に着手

〇 沿 革



津軽ダム

樋の口浄水場

富士見台配水場

・給水区域内人口（総人口）
・現在給水人口
・普及率
・管路延長

※令和元年度末時点

168,683人
165,092人

97.9%
1,064.8km

浅瀬石川ダム

津軽広域
水道企業団

常盤坂配水池

原ケ平配水池

弘前駅

２.水道事業の概要
水道の給水区域
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水道の給水区域
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水道事業の概況①

・給水人口

Ｈ３０年度：約１６万９千(人) ⇒ Ｒ１１年度：約１５万２千(人) （約１０％減）

・１日平均給水量

Ｈ３０年度：約５万４千(m3/日) ⇒ Ｒ１１年度：約５万(m3/日) （約 ６％減）
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水道事業の概況②（管路施設）

・管路：総延長約１,０６０km

・法定耐用年数４０年を経過した管

Ｈ３０年度：約２７0km（約２５%）⇒Ｒ１１年度：約４３0ｋｍ（約４０％）
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主な建設事業（水道事業）

・老朽管更新事業

老朽化した水道管の更新

・主要管路耐震化事業

拠点施設へのライフライン確保のため水道管を耐震化

・樋の口浄水場等建設事業

老朽化および耐震化対策のため施設を更新
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下水道の整備を図り、もつて都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に
寄与し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。

①下水道法の規定

9

下水道事業の役割（下水道法第一条）

②下水道の役割

公衆衛生の向上 浸水の防除

公共用水域の水質の保全 資源の有効利用



公共下水道で行える区域以外の集落における下水道。

主として市街地における下水を排除し、処理するための下水道。

④農業集落排水施設

②公共下水道

③特定環境保全公共下水道

⑤小規模集合排水処理施設

2市町村以上の区域の下水を排除し処理する下水道。

①流域下水道（青森県が設置・管理）

農業集落におけるし尿、生活雑排水を処理する施設。

小規模集落における汚水を処理する施設 10

下水道の種類（下水道法第二条）



11

弘前市の下水道事業の沿革

〇 沿 革
昭和３６年 公共下水道事業の認可取得

昭和４８年 弘前市下水処理場で処理開始

昭和５４年 青森県で岩木川流域下水道事業に着手

昭和６２年 青森県岩木川浄化センターで処理開始

平成 元年 旧相馬村紙漉沢地区で農業集落排水施設の処理開始

（以降、他地区でも処理開始）

平成１８年 市町村合併（旧弘前市、旧岩木町、旧相馬村）

平成２７年 青森県岩木川浄化センターへ弘前市下水処理場を

統合

令和 ２年 百沢処理区及び常盤野処理区で特定環境保全公共

下水道の処理開始



岩木川浄化センター
（青森県）

弘前市役所

湯口浄化センター

弘前市下水処理場
（雨水処理施設）

百沢浄化センター

桜ヶ丘中継ポンプ場

堀越中継ポンプ場

城西中継ポンプ場

城東中継ポンプ場

岩木山神社

弘前駅

農業集落排水処理施設

常盤野浄化センター

・行政区域内人口（総人口）
・処理区域内人口
・普及率
・管路延長

※令和元年度末
※全事業計

168,683人
164,127人

97.3 %
945.7km

下水道の処理区域
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下水道事業の概況①
・処理区域内人口

Ｈ３０年度：約１６万６千(人) ⇒ Ｒ１１年度：約１５万１千(人) （約９％減）

・年間有収水量

Ｈ３０年度：約１万６千５百(m3/日) ⇒ Ｒ１１年度：約１万５千９百(m3/日)

（約４％減）
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下水道事業の概況②（管路施設）
・管路：公共下水道の管路総延長約７１０km 

・法定耐用年数５０年を経過した管

Ｈ３０年度：約２２km（約３%）⇒Ｒ１１年度：約８３ｋｍ（約１２％）
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主な建設事業（下水道事業）

・公共下水道処理施設等改築事業

老朽化および耐震化対策のため施設を更新

・公共下水道建設事業

未整備地区への下水道管の整備

・管渠改築事業

老朽化した下水道管の更新
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4.上下水道事業の課題

人口減少に伴い、給水量や有収水量が低下し、料金収入が減少する
見通しである。

①経営の課題

これまで整備を行ってきた上下水道施設の老朽化対策および耐震化
対策に多大な整備費用を要する見通しである。

②施設の課題

将来にわたって健全な上下水道事業を継続す
るため、上下水道の経営の健全化と経営基盤
の強化に努めていく必要がある。
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